
番　号 13 所管府省名

特定・非特定
の別

非特定

１ 組織名及び職員数等

非常勤

478人 1,074人

プロパー職員数 435人 1,074人

所管官庁からの出向者数 12人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 29人 0人

2人 0人

発足時 478人 1,087人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 434人 0人

所管官庁からの出向者数 11人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 28人 0人

3人 1,087人

2人 0人

同上 475人 933人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 412人 0人

所管官庁からの出向者数 13人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 21人 0人

28人 933人

1人 0人

同上 473人 951人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 388人 0人

所管官庁からの出向者数 12人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 12人 0人

60人 951人

1人 0人

同上 2,673人 1,333人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 360人 0人

所管官庁からの出向者数 21人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 25人 0人

90人 1,333人

2,177人 0人

同上 2,198人 1,210人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 338人 0人

所管官庁からの出向者数 25人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 24人 0人

111人 1,210人

1,700人 0人

調 査 票

独立行政法人名
（HPアドレス）

文部科学省

独立行政法人科学技術振興機構
（http://www.jst.go.jp/）

組　　　　　　織　　　　　名
職員数（役員を除く）

常　　　勤

移行前（発足時の前日） 特殊法人科学技術振興事業団

その他（民間からの出向）

独立行政法人科学技術振興機構

（平成１５年１０月１日現在）

移行後の採用者数

その他（民間からの出向）

平成１６年４月１日現在

移行後の採用者数

その他（民間からの出向）

平成１７年４月１日現在

移行後の採用者数

その他（民間からの出向）

平成１８年４月１日現在

移行後の採用者数

その他（任期の定めのある常勤職員等）

平成１９年４月１日現在

移行後の採用者数

その他（任期の定めのある常勤職員等）

備考
※　平成18年4月1日以降の常勤職員数については、平成18年2月に総務省から改めて指示された常勤職員の範囲に
基づいて、任期の定めのある常勤職員を含めている。



２ 指定職又は役員数等

非常勤

7人 4人

6人 1人

4人 1人

6人 1人

4人 1人

6人 1人

4人 1人

6人 1人

2人 0人

6人 1人

2人 0人

平成１９年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

平成１７年４月１日現在

発足時（１５年１０月１日現
在）

役員数等

常　勤

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１８年４月１日現在

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前（発足時の前日）

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数



３ 指定職・役員給与総額及び個人別給与年額

発足時（平成１５年度：１５年１０月～１６年３月）

平成１６年度　

平成１７年度　

平成１８年度　

発足時（平成１５年１０月～１６年３月）

平成１６年度

監事 5,473千円

監事（非常勤） 799千円

理事 7,675千円

理事 7,701千円

理事 8,234千円

理事 8,236千円

1,476千円

移行前の最終１年度間（平成１４年度）

理事（非常勤）

理事(6月)

19,284千円

3,165千円

15,007千円

16,278千円

8,012千円

6,909千円

専務理事(11月)

専務理事(2月)

8,436千円

16,345千円

指　　定　　職　・　役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

支　給　年　度

支　給　年　度

131,157千円移行前の最終１年度間（平成１４年度）

報　　酬　　総　　額

47,363千円

指　　定　　職　・　役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

98,837千円

97,198千円

18,879千円

16,822千円

16,802千円

15,581千円

15,529千円

13,553千円

1,671千円

94,180千円

報　　酬　　年　　額

9,245千円

19,773千円

1,476千円

6,256千円

理事

役　　　職　　　名

7,264千円

1,476千円

理事長

理事（非常勤）

監事（非常勤）

理事長

専務理事

理事(6月)

理事(6月)

理事（非常勤）

理事(6月)

理事

理事長

理事

理事

理事

理事

監事

監事（非常勤）



平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度（４月～９月までの６カ月分）

（注）　役員は、非常勤を含む

４　役員氏名等 引き続き調査中

５　退職金支給総額等 引き続き調査中

６　独立行政法人評価委員 引き続き調査中

監事（非常勤） 529千円

理事(2月) 1,734千円

監事 6,673千円

理事 7,706千円

理事(4月) 5,813千円

監事（非常勤） 1,437千円

理事 8,328千円

理事 14,060千円

監事 13,515千円

監事（非常勤）(6月) 797千円

監事（非常勤）(6月) 757千円

監事(6月) 6,722千円

監事(6月) 5,459千円

理事(12月) 15,102千円

理事(1月) 439千円

理事(6月) 8,317千円

理事(6月) 6,808千円

理事(6月) 6,289千円

理事 16,913千円

18,864千円

7,713千円

18,863千円

理事

理事 8,323千円

理事長

16,843千円

9,310千円

理事 16,869千円

理事 15,611千円

理事長

理事(6月)

理事長



１３　独立行政法人から他の法人等への出向職員数等 引き続き調査中

14 中期計画の数値目標等

計画期間

２５．英文化された科学技術に関する文献情報への年間アクセス件数　（５，２００件：中期計画終了年度

３１．地域結集型共同研究事業における新規採択地域数　（原則４地域／年）（平成１７年度で終了）

３２．国際シンポジウムの開催数　（３回／年）

２８．情報の収集から提供までの期間の短縮　（平均３７日以下／件：中期計画終了年度）

２９．文献情報データベースの利用
　　　　利用件数　（２，８３０万件以上／年）、　累積アカウント数　（１１，０００件以上：中期計画終了時）

３０．文献情報データベースから原文献への年間アクセス件数　（１６，０００件以上）

１７．技術者の継続的能力開発コンテンツの年間利用件数　（２３万件以上：中期計画終了年度）

２６．国内の研究情報に関する英文ディレクトリへの年間アクセス件数　（９２，０００件以上：中期計画終了

２７．文献情報データベースの作成件数　（９０万件規模／年）

１８．失敗知識データベースにおける失敗事例データの累積収録件数　（１，０００件：中期計画終了時）

１９．科学技術関係資料の収集
　　　　国内資料　（１２，０００タイトル規模／年）、　国外資料　（４，６００タイトル規模／年）

２０．収集した科学技術関係資料に対する書誌情報等のデータベース整備　（９０万件規模／年）

２１．科学技術情報発信・流通総合システム（Ｊ－ＳＴＡＧＥ）におけるＪＳＴリンクセンターを活用した引用文
　　　　引用文献リンク数　（６５０，０００件以上：中期計画終了年度）

２２．Ｊ－ＳＴＡＧＥへの累積参加学会誌数　（５００学会誌以上：中期計画終了時）

２３．Ｊ－ＳＴＡＧＥへの年間アクセス件数　（３８０万件以上：中期計画終了年度）

２４．国内の科学技術に関する文献情報の英文による提供　（１５万件／年）

１３．研究成果展開総合データベース（Ｊ－ＳＴＯＲＥ）への年間アクセス件数
　　　　（３５０万件以上：中期計画終了年度）

１４．研究者人材データベース（ＪＲＥＣ－ＩＮ）の会員数
　　　　求人会員数（４，０００名：中期計画終了年度）、求職会員数（１１，０００名：中期計画終了年度）

１５．ＪＲＥＣ－ＩＮへの年間アクセス数　（１，０００万件以上：中期計画終了年度）

１６．技術者の継続的能力開発のためのコンテンツ開発における累積開発・整備テーマ数
　　　　（７００テーマ：中期計画終了時）

９．科学技術コーディネータの配置　（原則４人／プラザ）

１０．各プラザにおける共同育成研究課題について、研究終了後３年以内に課題の２０％程度を企業化
る。

１１．研究開発支援総合ディレクトリデータベース（ＲｅａＤ）の整備、提供に向けた情報収集
　　　　研究機関情報　（約２，３００機関／年）、　研究者情報　（２０万人／年）、
　　　　研究課題情報　（４９，０００件／年）、　研究資源情報　（３，２００件／年）

１２．ＲｅａＤへの年間アクセス件数　（１３５万件以上：中期計画終了年度）

１．戦略的創造研究推進事業における研究成果報告会の実施回数　（２回／年）

　　　第１期　　　平成15年10月　～　18年3月末

２．ソフトウェアに関する研究成果のソフトウェアライブラリへの累積搭載件数　（１０５件：中期計画終了時

３．社会技術研究開発事業におけるシンポジウム等の開催
　　　　国際シンポジウム　（１回／２～３年）、　公開シンポジウム　（２回／年）、
　　　　ワークショップ　（１２回／年）、　学会発表等　（２０件／年）

４．権利化試験事業及び独創モデル化事業における支援終了後の企業化に向けた研究開発継続率
　　　　（８５％以上：中期計画終了年度）

５．開発あっせん・実施許諾の件数
　　　　特許ベース　（１２０件以上／年）、　企業ベース　（６０件以上／年）

６．技術移転相談対応件数　（３００件以上／年）

７．技術移転のための人材研修の実施　（２００人以上／年）

８．研究成果活用プラザの設置数　（計８館：平成１６年３月まで）



発足時（平成１５年１０
月～１６年３月）

４２．日本科学未来館における友の会会員数　（３万人規模：中期計画終了時）

４３．日本科学未来館の来館者数　（５０万人以上／年）

４４．総人件費改革による削減数の数値目標　（平成２２年度までに平成１７年度と比較し５％以上削減（
まえた給与改定分については除く）。平成１８年度は平成１７年度と比較し、概ね１％以上削減）

達　成　状　況 評

４５．効率化係数による削減目標　（一般管理費（人件費含む。なお、公租公課を除く。）１２％以上、文献
費１１％以上、文献情報提供業務以外の業務に係る事業費（但し、競争的資金は除く）毎事業年度１％

３８．先進的科学技術・理科教育用デジタル教材の利用に関する教員等の登録者数
　　　　（１万名：中期計画終了時）

３９．ＴＶ向け科学技術番組（サイエンスチャンネル）のインターネットによる番組視聴数　（５万件／月）

４０．日本科学未来館における展示開発数　（原則２テーマ以上／年）

４１．日本科学未来館における登録ボランティア数　（８００人：中期計画終了時）

３４．異分野研究者交流フォーラム参加人数　（５０人程度／回）　（平成１６年度終了）

３５．異分野研究者交流ワークショップ参加人数　（２０人程度／回）　（平成１６年度終了）

３６．異分野研究者交流領域探索プログラムの実施テーマ数　（１テーマ／年）　（平成１６年度終了）

３７．デジタル教材及びその提供方法の実証実験（全国１６地域程度：平成１６年度から平成１７年度まで

１．戦略的創造研究推進事業における研究成果報告会の
実施回数
　　　　（１回　通年２回）
２．ソフトウェアに関する研究成果のソフトウェアライブラリへ
の累積搭載件数
　　　　（７９件）
３．社会技術研究開発事業におけるシンポジウム等の開催
　　　　国際シンポジウム　　（１回）
　　　　公開シンポジウム　　（４回）
　　　　ワークショップ　　　　（１１回）
　　　　学会発表等　　　　（２４３件）
４．権利化試験事業及び独創モデル化事業における支援
終了後の企業化に向けた研究開発継続率
　　　　（両方とも１００％）
５．開発あっせん・実施許諾の件数
　　　　特許ベース　（通年１７８件）
　　　　企業ベース　（通年７７件）
６．技術移転相談対応件数
　　　　（１９３件　通年４２６件）
７．技術移転のための人材研修の実施
　　　　（３１３名　通年３９３名）
８．研究成果活用プラザの設置数
　　　　（８館）
９．科学技術コーディネータの配置
　　　　（計２５名/７プラザ）
１０．各プラザにおける共同育成研究課題について、研究終
了後３年以内に課題の２０％程度を企業化開発又は企業化
へつなげる。
　　　　（－：該当課題なし）

【別紙１参照】
（文部科学省独立行
総合評価の評価単
致しないため。）

３３．外国人研究者宿舎の入居率　（毎年度８０％以上）



１１．研究開発支援総合ディレクトリデータベース（ＲｅａＤ）の
整備、提供に向けた情報収集
　　　　研究機関情報　（２，２９０機関）
　　　　研究者情報　　（１９６，７１５名）
　　　　研究課題情報　（５３，１４１件）
　　　　研究資源情報　　（３，３８３件）
１２．ＲｅａＤへの年間アクセス件数
　　　　（２，１６４，９６２件）
１３．研究成果展開総合データベース（Ｊ－ＳＴＯＲＥ）への年
間アクセス件数
　　　　（２，７８１，６２７件）
１４．研究者人材データベース（ＪＲＥＣ－ＩＮ）の会員数
　　　　求人会員数（４，２３７名）
　　　　求職会員数（１１，５８５名）
１５．ＪＲＥＣ－ＩＮへの年間アクセス数
　　　　（１０，３４３，６２４件）
１６．技術者の継続的能力開発のためのコンテンツ開発にお
ける累積開発・整備テーマ数
　　　　（４７４テーマ）
１７．技術者の継続的能力開発コンテンツの年間利用件数
　　　　（２８２，６２１件）
１８．失敗知識データベースにおける失敗事例データの累
積収録件数
　　　　（８１７件）
１９．科学技術関係資料の収集
　　　　国内資料　（１２，０２２タイトル）
　　　　国外資料　（４，６７５タイトル）
２０．収集した科学技術関係資料に対する書誌情報等の
データベース整備
　　　　（４６７，５８５件　通年９１９，５２２件）

２１．科学技術情報発信・流通総合システム（Ｊ－ＳＴＡＧＥ）
におけるＪＳＴリンクセンターを活用した引用文献リンク
　　　　引用文献リンク数　（３１．７万件）
２２．Ｊ－ＳＴＡＧＥへの累積参加学会誌数
　　　　（２７８学会誌）
２３．Ｊ－ＳＴＡＧＥへの年間アクセス件数
　　　　（１８３万件）
２４．国内の科学技術に関する文献情報の英文による提供
　　　　（７８，５８４件　通年１６０，１５３件）
２５．英文化された科学技術に関する文献情報への年間ア
クセス件数
　　　　（４，１１６件）
２６．国内の研究情報に関する英文ディレクトリへの年間アク
セス件数
　　　　（１６５，１６３件）
２７．文献情報データベースの作成
　　　　（４６７，５８５件　通年９１９，５２２件）
２８．情報の収集から提供までの期間の短縮
　　　　（４０．２日）
２９．文献情報データベースの利用
　　　　利用件数　（１，５２６万件　通年２，８７４万件）
　　　　累積アカウント数　（１１，０９４件）
３０．文献情報データベースから原文献への年間アクセス件
数
　　　　（３３，１７８件）
３１．地域結集型共同研究事業における新規採択地域数
　　　　（４地域）
３２．国際シンポジウムの開催数
　　　　（３回）



平成１６年度

３３．外国人研究者宿舎の入居率
　　　　（通年８２．７％）
３４．異分野研究者交流フォーラム参加人数
　　　　（平均５１名）
３５．異分野研究者交流ワークショップ参加人数
　　　　（－：計画上開催せず）
３６．異分野研究者交流領域探索プログラムの実施テーマ
数
　　　　（１テーマ）
３８．先進的科学技術・理科教育用デジタル教材の利用に
関する教員等の登録者数
　　　　（５，８６９名）
３９．ＴＶ向け科学技術番組（サイエンスチャンネル）のイン
ターネットによる番組視聴数
　　　　（約８．６万件／月）
４０．日本科学未来館における展示開発数
　　　　（２テーマ）
４１．日本科学未来館における登録ボランティア数
　　　　（７１４名）
４２．日本科学未来館における友の会会員数
　　　　（３０，８８５名）
４３．日本科学未来館の来館者数
　　　　（６１７，０９０名）
４５．・一般管理費の削減
　　　　（－：前年度との比較不能）
　　　・文献情報提供業務以外の業務に係る事業費の効率
化
　　　　（－：前年度との比較不能）
　　　・文献情報提供業務に係る事業費の効率化
　　　　（－：前年度との比較不能）

１．戦略的創造研究推進事業における研究成果報告会の
実施回数
　　　　（２回）
２．ソフトウェアに関する研究成果のソフトウェアライブラリへ
の累積搭載件数
　　　　（９４件）
３．社会技術研究開発事業におけるシンポジウム等の開催
　　　　国際シンポジウム　　（２回）
　　　　公開シンポジウム　 （１３回）
　　　　ワークショップ　　　　（２２回）
　　　　学会発表等　　　　（４９６件）
４．権利化試験事業及び独創モデル化事業における支援
終了後の企業化に向けた研究開発継続率
　　　　権利化試験事業　（１００％）
        独創モデル化事業　（９４％）
５．開発あっせん・実施許諾の件数
　　　　特許ベース　（１６２件）
　　　　企業ベース　（８０件）
６．技術移転相談対応件数
　　　　（４３９件）
７．技術移転のための人材研修の実施
　　　　（４８４名）
８．研究成果活用プラザの設置数
　　　　（計８館設置済み）
９．科学技術コーディネータの配置
　　　　（計２９名/８プラザ）
１０．各プラザにおける共同育成研究課題について、研究終
了後３年以内に課題の２０％程度を企業化開発又は企業化
へつなげる。
　　　　（２４％　２５課題中６課題）

【別紙２参照】
（文部科学省独立行
総合評価の評価単
致しないため。）



２１．科学技術情報発信・流通総合システム（Ｊ－ＳＴＡＧＥ）
におけるＪＳＴリンクセンターを活用した引用文献リンク
　　　　引用文献リンク数
　　　　（５２万件）
２２．Ｊ－ＳＴＡＧＥへの累積参加学会誌数
　　　　（３８５学会誌）
２３．Ｊ－ＳＴＡＧＥへの年間アクセス件数
　　　　（２９０万件）
２４．国内の科学技術に関する文献情報の英文による提供
　　　　（１５６，９７６件）
２５．英文化された科学技術に関する文献情報への年間ア
クセス件数
　　　　（１１，０８１件）
２６．国内の研究情報に関する英文ディレクトリへの年間アク
セス件数
　　　　（２８２，８２５件）
２７．文献情報データベースの作成件数
　　　　（９６２，４６６件）
２８．情報の収集から提供までの期間の短縮
　　　　（３９．５日）
２９．文献情報データベースの利用
　　　　利用件数　（３，１３１万件）
　　　　累積アカウント数　（１１，９４２件）
３０．文献情報データベースから原文献への年間アクセス件
数
　　　　（７０，２５３件）
３１．地域結集型共同研究事業における新規採択地域数
　　　　（２地域）
３２．国際シンポジウムの開催数
　　　　（３回）

１１．研究開発支援総合ディレクトリデータベース（ＲｅａＤ）の
整備、提供に向けた情報収集
　　　　研究機関情報　（２，２８８機関）
　　　　研究者情報　（１８３，４３９名）
　　　　研究課題情報　（５６，０６７件）
　　　　研究資源情報　（３，３９６件）
１２．ＲｅａＤへの年間アクセス件数
　　　　（４，２９０，９６０件）
１３．研究成果展開総合データベース（Ｊ－ＳＴＯＲＥ）への年
間アクセス件数
　　　　（３，０５７，７０３件）
１４．研究者人材データベース（ＪＲＥＣ－ＩＮ）の会員数
　　　　求人会員数（５，４１１名）
　　　　求職会員数（１６，３９７名）
１５．ＪＲＥＣ－ＩＮへの年間アクセス件数
　　　　（１１，６５９，１２６件）
１６．技術者の継続的能力開発のためのコンテンツ開発にお
ける累積開発・整備テーマ数
　　　　（５９１テーマ）
１７．技術者の継続的能力開発コンテンツの年間利用件数
　　　　（３７７，７７１件）
１８．失敗知識データベースにおける失敗事例データの累
積収録件数
　　　　（１，０６９件）
１９．科学技術関係資料の収集
　　　　国内資料　（１２，０１７タイトル）
　　　　国外資料　（３，６４０タイトル）
２０．収集した科学技術関係資料に対する書誌情報等の
データベース整備
　　　　（９６２，４６６件）



平成１７年度

３３．外国人研究者宿舎の入居率
　　　　（８３．５％）
３４．異分野研究者交流フォーラム参加人数
　　　　（平均５４名）
３５．異分野研究者交流ワークショップ参加人数
　　　　（平均２３名）
３６．異分野研究者交流領域探索プログラムの実施テーマ
数
　　　　（１テーマ）
３７．デジタル教材及び提供方法の実証試験
　　　　（１２地域）
３８．先進的科学技術・理科教育用デジタル教材の利用に
関する教員等の登録者数
　　　　（１１，１０４名）
３９．ＴＶ向け科学技術番組（サイエンスチャンネル）のイン
ターネットによる番組視聴数
　　　　（約１２．８万件／月）
４０．日本科学未来館における展示開発数
　　　　（２テーマ）
４１．日本科学未来館における登録ボランティア数
　　　　（８６４名）
４２．日本科学未来館における友の会会員数
　　　　（３２，９６９名）
４３．日本科学未来館の来館者数
　　　　（６２８，１８４名）
４５．・一般管理費の削減
　　　　（－：前年度との比較不能）
　　　・文献情報提供業務以外の業務に係る事業費の効率
化
　　　　（－：前年度との比較不能）

　　　・文献情報提供業務に係る事業費の効率化
　　　　（－：前年度との比較不能）

１．戦略的創造研究推進事業における研究成果報告会の
実施回数
　　　　（３回）
２．ソフトウェアに関する研究成果のソフトウェアライブラリへ
の累積搭載件数
　　　　（１２１件）
３．社会技術研究開発事業におけるシンポジウム等の開催
　　　　国際シンポジウム　　（２回）
　　　　公開シンポジウム　 （１３回）
　　　　ワークショップ　　　　（２４回）
　　　　学会発表等　　　　（６４０件）
４．権利化試験事業及び独創モデル化事業における支援
終了後の企業化に向けた研究開発継続率
　　　　権利化試験事業　（１００％）
        独創モデル化事業　（１００％）
５．開発あっせん・実施許諾の件数
　　　　特許ベース　（２３３件）
　　　　企業ベース　（７１件）
６．技術移転相談対応件数
　　　　（４５７件）
７．技術移転のための人材研修の実施
　　　　（４８８名）
８．研究成果活用プラザの設置数
　　　　（計８館設置済み）
９．科学技術コーディネータの配置
　　　　（計３５名/８プラザ・４サテライト）
１０．各プラザにおける共同育成研究課題について、研究終
了後３年以内に課題の２０％程度を企業化開発又は企業化
へつなげる。
　　　　（２４％　４６課題中１１課題）

【別紙３参照】
（文部科学省独立行
総合評価の評価単
致しないため。）



１１．研究開発支援総合ディレクトリデータベース（ＲｅａＤ）の
整備、提供に向けた情報収集
　　　　研究機関情報　（２，３０８機関）
　　　　研究者情報　（２０４，５６０名）
　　　　研究課題情報　（５７，６１４件）
　　　　研究資源情報　（３，５５９件）
１２．ＲｅａＤへの年間アクセス件数
　　　　（４，６７８，２３７件）
１３．研究成果展開総合データベース（Ｊ－ＳＴＯＲＥ）への年
間アクセス件数
　　　　（４，２００、４２１件）
１４．研究者人材データベース（ＪＲＥＣ－ＩＮ）の会員数
　　　　求人会員数（６，７２８名）
　　　　求職会員数（２１，０３９名）
１５．ＪＲＥＣ－ＩＮへの年間アクセス件数
　　　　（１４，３７９，７３３件）
１６．技術者の継続的能力開発のためのコンテンツ開発にお
ける累積開発・整備テーマ数
　　　　（６４６テーマ）
１７．技術者の継続的能力開発コンテンツの年間利用件数
　　　　（４０８，８７８件）
１８．失敗知識データベースにおける失敗事例データの累
積収録件数
　　　　（１，１３５件）
１９．科学技術関係資料の収集
　　　　国内資料　（１２，４７５タイトル）
　　　　国外資料　（４，６８７タイトル）
２０．収集した科学技術関係資料に対する書誌情報等の
データベース整備
　　　　（９９２，５６４件）

２１．科学技術情報発信・流通総合システム（Ｊ－ＳＴＡＧＥ）
におけるＪＳＴリンクセンターを活用した引用文献リンク
　　　　引用文献リンク数
　　　　（８０万件）
２２．Ｊ－ＳＴＡＧＥへの累積参加学会誌数
　　　　（５００学会誌）
２３．Ｊ－ＳＴＡＧＥへの年間アクセス件数
　　　　（５２０万件）
２４．国内の科学技術に関する文献情報の英文による提供
　　　　（１５６，４８６件）
２５．英文化された科学技術に関する文献情報への年間ア
クセス件数
　　　　（１３，２５１件）
２６．国内の研究情報に関する英文ディレクトリへの年間アク
セス件数
　　　　（３５６，３６８件）
２７．文献情報データベースの作成件数
　　　　（９９２，５６４件）
２８．情報の収集から提供までの期間の短縮
　　　　（３８．４日）
２９．文献情報データベースの利用
　　　　利用件数　（３，２２３万件）
　　　　累積アカウント数　（１１，８４９件）
３０．文献情報データベースから原文献への年間アクセス件
数
　　　　（９５，５７２件）
３１．地域結集型共同研究事業における新規採択地域数
　　　　（２地域）
３２．国際シンポジウムの開催数
　　　　（４回）



平成１８年度

３３．外国人研究者宿舎の入居率
　　　　（７６．１％）
３７．デジタル教材及び提供方法の実証試験
　　　　（１６地域）
３８．先進的科学技術・理科教育用デジタル教材の利用に
関する教員等の登録者数
　　　　（１７，５４１名）
３９．ＴＶ向け科学技術番組（サイエンスチャンネル）のイン
ターネットによる番組視聴数
　　　　（約１３．１万件／月）
４０．日本科学未来館における展示開発数
　　　　（９テーマ）
４１．日本科学未来館における登録ボランティア数
　　　　（８００名）
４２．日本科学未来館における友の会会員数
　　　　（３６，３４７名）
４３．日本科学未来館の来館者数
　　　　（７１２，４２６名）
４５．・一般管理費の削減
　　　　（中期計画当初基準額に比べ１６．０％削減）
　　　・文献情報提供業務以外の業務に係る事業費の効率
化
　　　　（１％以上削減）
　　　・文献情報提供業務に係る事業費の効率化
　　　　（中期計画当初基準額に比べ１７．８％削減）

１．戦略的創造研究推進事業における研究成果報告会の
実施回数
　　　　（１回）
２．ソフトウェアに関する研究成果のソフトウェアライブラリへ
の累積搭載件数
　　　　（１２１件）
３．社会技術研究開発事業におけるシンポジウム等の開催
　　　　国際シンポジウム　　（１回）
　　　　公開シンポジウム　 （１１回）
　　　　ワークショップ　　　　（７３回）
　　　　学会発表等　　　　（６５２件）
４．独創モデル化事業における支援終了後の企業化に向け
た研究開発継続率
        独創モデル化事業　（１００％）
５．開発あっせん・実施許諾の件数
　　　　特許ベース　（１８８件）
　　　　企業ベース　（７４件）
６．技術移転相談対応件数
　　　　（４９３件）
７．技術移転のための人材研修の実施
　　　　（５１４名）
８．研究成果活用プラザの設置数
　　　　（計８館設置済み）
９．科学技術コーディネータの配置
　　　　（計５４名/８プラザ・４サテライト）
１０．各プラザにおける共同育成研究課題について、研究終
了後３年以内に課題の２０％程度を企業化開発又は企業化
へつなげる。
　　　　（４５％　６６課題中３０課題）

【別紙４参照】
（文部科学省独立行
総合評価の評価単
致しないため。）



１１．研究開発支援総合ディレクトリデータベース（ＲｅａＤ）の
整備、提供に向けた情報収集
　　　　研究機関情報　（２，２２９機関）
　　　　研究者情報　（２０７，８２７名）
　　　　研究課題情報　（５７，５９９件）
　　　　研究資源情報　（３，５５７件）
１２．ＲｅａＤへの年間アクセス件数
　　　　（７，６２６，１０５件）
１３．研究成果展開総合データベース（Ｊ－ＳＴＯＲＥ）への年
間アクセス件数
　　　　（５，３３８、０００件）
１４．研究者人材データベース（ＪＲＥＣ－ＩＮ）の会員数
　　　　求人会員数（８，０６７名）
　　　　求職会員数（２６，１１３名）
１５．ＪＲＥＣ－ＩＮへの年間アクセス件数
　　　　（１５，９８８，８９４件）
１６．技術者の継続的能力開発のためのコンテンツ開発にお
ける累積開発・整備テーマ数
　　　　（７２７テーマ）
１７．技術者の継続的能力開発コンテンツの年間利用件数
　　　　（７１０，８５２件）
１８．失敗知識データベースにおける失敗事例データの累
積収録件数
　　　　（１，１３６件）
１９．科学技術関係資料の収集
　　　　国内資料　（１２，４４３タイトル）
　　　　国外資料　（４，７２０タイトル）
２０．収集した科学技術関係資料に対する書誌情報等の
データベース整備
　　　　（１，０８１，００９件）

２１．科学技術情報発信・流通総合システム（Ｊ－ＳＴＡＧＥ）
におけるＪＳＴリンクセンターを活用した引用文献リンク
　　　　引用文献リンク数
　　　　（１０５万件）
２２．Ｊ－ＳＴＡＧＥへの累積参加学会誌数
　　　　（６０８学会誌）
２３．Ｊ－ＳＴＡＧＥへの年間アクセス件数
　　　　（５２５万件）
２４．国内の科学技術に関する文献情報の英文による提供
　　　　（１７６，０５６件）
２５．英文化された科学技術に関する文献情報への年間ア
クセス件数
　　　　（１９，６５１件）
２６．国内の研究情報に関する英文ディレクトリへの年間アク
セス件数
　　　　（６３１，００７件）
２７．文献情報データベースの作成件数
　　　　（１，０８１，００９件）
２８．情報の収集から提供までの期間の短縮
　　　　（３６．２日）
２９．文献情報データベースの利用
　　　　利用件数　（２，９６１万件）
　　　　累積アカウント数　（１１，６７７件）
３０．文献情報データベースから原文献への年間アクセス件
数
　　　　（１１５，４４０件）
３１．地域結集型共同研究事業における新規採択地域数
　　　　（０地域）
３２．国際シンポジウムの開催数
　　　　（４回）



計画期間

３３．外国人研究者宿舎の入居率（平均）
　　　　（７６．２％）
３８．先進的科学技術・理科教育用デジタル教材の利用に
関する教員等の登録者数
　　　　（２４，１９２名）
３９．ＴＶ向け科学技術番組（サイエンスチャンネル）のイン
ターネットによる番組視聴数
　　　　（５７万件／月）
４０．日本科学未来館における展示開発数
　　　　（８テーマ）
４１．日本科学未来館における登録ボランティア数
　　　　（９０５名）
４２．日本科学未来館における友の会会員数
　　　　（３５，２７５名）
４３．日本科学未来館の来館者数
　　　　（７７８，６２９名）
４４．総人件費の削減
　　　平成１７年度決算額と比較し、１．３７％の削減
　　　　（６，１７９，４９８千円　→　６，０９４，５８２千円）
４５．・一般管理費の削減
　　　　（中期計画当初基準額に比べ１９．２％削減）
　　　・文献情報提供業務以外の業務に係る事業費の効率
化
　　　　（１％以上削減）
　　　・文献情報提供業務に係る事業費の効率化
　　　　（中期計画当初基準額に比べ２２．８％削減）

　　　第２期　　　平成　　19年4月　～　 23年3月末

中　　期　　計　　画　　に　　定　　め　　ら　　れ　　た　　数　　値　　目　　標　　一

１．新技術の創出に資する研究
（１）戦略的な基礎研究の推進
　イ．機構は、研究領域の事後評価において、研究領域全体として戦略目標の達成に向けた研究成果
に事後評価を行う領域の６割以上において、戦略目標の達成に資する十分な成果が得られたとの評価
す。
　ハ．機構は、イノベーションの創出に資すると期待できる研究成果について、機構の技術移転制度等を
進し、研究領域終了後１年を目途に、成果の発展・展開を目指す他制度での採択、民間企業との共同研
ウェア・データベースの利用等明らかに成果の展開が行われたと認められる領域が、８割以上となること

（２）社会技術研究開発の推進・成果展開
　イ．機構は、研究開発課題の事後評価において、研究開発目標の達成状況について評価し、現実社
な成果が得られたとの評価が得られた研究開発課題が、評価対象研究開発課題全体の７割以上となる
　ロ．機構は、追跡評価時において、研究開発課題の成果の活用や展開状況について評価し、活用・展
が得られた研究開発課題が、評価対象研究開発課題全体の５割以上となることを目指す。

（３）対人地雷探知・除去技術の研究開発の推進
　イ．地中レーダを用いた技術については、従来の金属探知機のみでは探知困難な条件下において、対
を達成する。
　ロ．火薬を探知する技術については、対人地雷の主要な火薬数百ｇ相当を探知可能な試作機を開発

（４）革新的技術開発研究の推進
　イ．機構は、事後評価対象課題において、革新性の高い独創的な技術の実用的な技術への育成に資
との評価を得られた研究開発課題が、対象研究開発課題全体の７割以上になることを目指す。
　ロ．機構は、全研究開発課題の終了１年後に、企業化に向けて他制度あるいは企業独自で継続してい
業化された研究課題の割合の合計が、３割以上となることを目指す。



③育成研究
　イ．機構は、研究開発終了後３年が経過した時点で、企業化に向けて他制度あるいは企業独自で継続
期待できる研究開発課題の割合、既に企業化された研究開発課題の割合の合計が各プラザ・サテライト
課題の３割以上となることを目指す。

（５）先端計測分析技術・機器の研究開発の推進
　イ．機構は、挑戦的な課題を採択しつつ、先端計測分析機器及びその周辺システムの開発の事後評価
得られたプロトタイプ機を用いて最先端の科学技術に関するデータ取得が可能と評価される課題が評価
なることを目指す。
　ロ．機構は、挑戦的な課題を採択しつつ、計測分析機器の性能を飛躍的に向上させることが期待され
について、計測分析機器の性能が飛躍的に向上したと評価される要素技術の開発課題が、評価対象課
を目指す。
　ハ．機構は、先端計測分析機器及びその周辺システムの開発の終了課題について、開発期間終了か
他制度あるいは企業独自で取組みを継続しており、十分に企業化が期待できる割合と既に企業化された
上となることを目指す。

２．新技術の企業化開発
（１）産学の共同研究によるイノベーションの創出
①産学で育成すべきシーズの顕在化
　イ．機構は、研究開発リスクが高く産学双方に挑戦的な課題を採択しつつ、研究開発終了後３年が経
シーズを発展させる育成ステージに応募している研究開発課題が、対象研究開発課題全体の３割以上

②産学のマッチングファンド形式によるシーズの育成
　イ．機構は、研究開発リスクが高く産学双方に挑戦的な課題を採択しつつ、事後評価において、顕在化
業化に向けた研究開発につながる十分な成果が得られたと評価される研究開発課題が、対象研究開発
ことを目指す。
　ロ．機構は、研究開発リスクが高く産学双方に挑戦的な課題を採択しつつ、研究開発終了後３年が経
て他制度あるいは企業独自で継続している研究開発課題の割合、既に企業化された研究開発課題の割
課題全体の３割以上になることを目指す。

②技術移転の促進
　イ．機構は、研究開発成果を自らあっせん・実施許諾を行った件数について、50件／年以上を目指す
　ロ．機構は、評価分析を行った課題について、評価分析の実施後３年を経過した時点で、企業化に向
発機関等独自で研究開発を継続している課題の割合、既に企業化された課題の割合の合計が、対象課
を目指す。
　ハ．機構は、技術移転に関する説明会の出展者、参加者、研修の受講者などの支援事業の対象者に
い、各々の技術移転活動に有効であったとの回答を８割以上得ることを目指す。
（４）地域イノベーションの創出
②シーズ発掘試験
　イ．機構は、事後評価において、プログラムオフィサー及び外部有識者・専門家により、特筆すべき成果
が期待されると評価された研究開発課題が評価対象研究開発課題全体の３割以上となることを目指す。

（２）大学等の独創的なシーズを基にした企業化の推進
①大学発ベンチャー創出の推進
　イ．機構は、平成15年度以降に採択された課題のうち、研究開発期間終了後１年以上を経過した課題
の割合が６割以上を維持することを目指す。
　ロ．機構は、これまで設立されたベンチャー企業のうち、その後の成長が認められる企業の割合６割以
※成長が認められる企業：設立後第３期決算までに増資している、売り上げが増加している又は従業員

②研究開発型中堅・中小企業の新技術構想の具現化
　イ．機構は、挑戦的な課題を採択しつつ、課題終了後３年が経過した時点で企業化に向けて他制度あ
おり、十分に企業化が期待できる課題の割合、既に企業化された課題の割合の合計が、評価対象課題
目指す。
③委託開発の推進
　イ．機構は、挑戦的な課題を採択しつつ、平成９年度以降の開発終了課題製品化率が２割以上を維持

④ベンチャー企業を活用した企業化開発の推進
　イ．機構は、挑戦的な課題を採択しつつ、事後評価において、開発目標を達成し製品化の見込みがあ
事後評価課題全体で２割以上になることを目指す。
（３）技術移転活動の支援
①特許化の支援
　イ．機構は、海外特許出願支援制度において支援した発明の特許になった割合が直近の米国特許庁
値を上回ることを目指す。
　ロ．機構は特許化支援事業の利用者に対しアンケート調査を行い、機構の発明に対する目利き（調査
であるという回答を９割以上得ることを目指す。



（２）海外情報の収集及び外国人宿舎の運営
　ロ．機構は、支援サービス等の質・内容について入居者へのアンケート調査を行い、８割以上からサー
を得ることを目指す。
　ハ．機構は、外国人研究者宿舎の入居率が８割以上となることを目指す。
（３）地域における産学官が結集した共同研究事業等の推進
　イ．機構は、事後評価時点において、１地域あたり、参画機関数10機関、発表論文数20件／年、特許
目指す。
（４）研究協力員の派遣を通じた研究支援
　イ．機構は、実施期間を終了した重点研究支援課題について、アンケート調査を実施し、回答者の９割
力員は成果創出等へ貢献をしたとの意見を得ることを目指す。

（３）研究者の流動性向上に資する情報の提供
　イ．機構は、学協会等の協力を得て、研究コミュニティに対してアンケートを実施し、研究者の求人・求
の回答を得る割合を前年度よりも向上させることを目指す。
　ロ．機構は、サービスを利用した研究者にアンケートを実施し、回答者の７割以上から本サービスが求
るとの意見を得ることを目指す。
　ハ．本サービスに対して、前中期目標期間の最終年度（平成18年度）の利用件数（詳細画面の表示件
よりも向上させることを目指す。

（４）バイオインフォマティクスの推進
　イ．機構は、中期計画期間に事後評価を行う研究開発課題の７割以上においてライフサイエンス分野
インフォマティクス研究の進展に資する十分な成果が得られたとの評価が得られることを目指す。
　ロ．機構は、追跡評価時において、研究開発課題の成果の活用状況について評価し、活用がなされて
究開発課題が、評価対象研究開発課題全体の５割以上となることを目指す。

（７）科学技術に関する文献情報の提供
　イ．機構は、文献情報提供サービスの利便性を向上させることにより、文献情報データベースの利用件
数及びダウンロード件数）を前年度より増加させることを目指す。
　ロ．機構は、新たに策定する経営改善計画に基づき、平成21年度までに単年度黒字化を達成し、継続

４．科学技術に関する研究開発に係る交流・支援
（１）戦略的な国際科学技術協力の推進
　イ．機構は、中期計画期間中に事後評価を行う案件の８割以上において、わが国の国際科学技術協力
通的な課題解決やわが国と諸外国との研究交流の活性化につながったとの評価が得られることを目指す

（５）科学技術論文の発信、流通の促進
　イ．機構は、J-STAGEと、他の電子ジャーナル、データベースとの引用文献リンク数を毎年度増加させ
　ロ．機構は、登載論文の年間ダウンロード数を毎年度増加させることを目指す。
　ハ．機構は、参加学協会に対し利用満足度についてアンケート調査を実施し、J-STAGEが国際情報発
いう回答を９割以上得ることを目指す。

④研究開発資源活用型
　イ．機構は、事後評価においては、地域における企業化につながる十分な成果が得られたと評価され
究開発課題全体の７割以上になることを目指す。
　ロ．機構は、研究開発終了後３年が経過した時点で、企業化に向けて他制度あるいは企業独自で継続
期待できる研究開発課題の割合、既に企業化された研究開発課題の割合の合計が評価対象研究開発
目指す。

３．科学技術情報の流通促進
（１）基本的な科学技術情報の整備と活用促進
　イ．機構は、本事業で提供する各サービスの利用件数（研究者、研究成果、研究資源等の詳細情報の
期目標期間の最終年度（平成18年度）の利用件数を確保した上で、前年度よりも向上させることを目指す
　ロ．機構は、本事業で提供する各サービスの利用者にアンケートを実施し、回答者の７割以上から科学
の回答を得ることを目指す。

（２）技術者の継続的な能力開発の支援
　イ．機構は、教材コンテンツの利用件数に関して、中期計画終了までに年間の利用件数（レッスン受講
レッスン修了通知発行数10万件以上を目指す。失敗知識データベースについては、年間の利用件数（
上を維持することを目指す。
　ロ．機構は、年間団体利用数を前年度より増加させることを目指す。

⑤地域結集型研究開発プログラム
　イ．機構は、事後評価においては、評価対象地域の５割以上において、企業化につながる十分な成果
す。
　ロ．機構は、研究開発終了後３年が経過した時点で、すべての評価対象地域について、企業化に向け
で研究開発を継続しており、十分に企業化が期待できる、または既に企業化されている成果が創出され



⑤魅力ある科学技術や理科学習教材の提供
　イ．機構は、多くの教育関係者が科学技術や理科学習教材を利用するよう促し、インターネットでの教
わーく）の登録教員数を40,000人以上とすることを目指す。
　ロ．機構は、教育関係者が利用できる教材のうち一般利用が可能な教材をインターネットで公開し、1,
た上で、前年度よりも向上させることを目指す。
　ハ．機構は、児童・生徒の学習意欲、学習内容の理解について、開発した教材の利用教員へのアンケ
の８割以上から教材を利用すると児童・生徒が授業内容をよく理解するとの回答を得ることを目指す。

（２）科学技術コミュニケーションの促進
①地域における科学技術理解増進活動の推進
　ロ．機構は、支援した活動について参加者に対する調査において、回答者の８割以上から科学技術に
との回答を得ることを目指す。
　ハ．機構は、ⅰのロの活動への参加団体を毎年度増加させることを目指す。
　ニ．機構は、開発した新たな展示について、来場者を対象として意識調査を行い、回答者の８割以上か
に対する興味・関心が深まったとの回答を得ることを目指す。

②情報技術を活用した科学技術理解増進活動の推進
　イ．機構は、本事業における外部有識者・専門家による評価において、制作したコンテンツが国民の科
と理解を深めるとの観点から適正であるとの評価を得ることを目指す。
　ロ．機構は、制作したコンテンツの内容について一般を対象としたモニター調査を行い８割以上から、知
すいなどの肯定的回答を得ることを目指す。
　ハ．機構は、本事業で提供する科学技術コンテンツの利用件数（アクセス数）について、前中期目標期
度）の利用件数を確保した上で、前年度よりも向上させることを目指す。

（３）日本科学未来館の整備・運営
　イ．機構は、未来館への来館者数70万人/年以上の確保を目指す。
　ロ．機構は、来館者への十分なサービスを提供するため、ボランティア活動時間60,000時間／年以上
　ハ．機構は、来館者アンケートを行い、「未来館の知人への紹介意向」又は「再来館意向」との回答を得
目指す。
　ニ．機構は、魅力的な事業展開を行い、未来館に関するメディア取材件数について850件／年以上を

②特色ある手法を用いた科学技術や理科、数学（算数）学習の充実
　イ．機構は、事業関係者の科学技術や理科、数学（算数）に関する取組みについてアンケート調査を実
ら当初計画していた目的を達成することができたとの回答を得ることを目指す。
　ロ．機構は、取組みに参加した児童・生徒に対し、アンケート調査を実施し、回答児童・生徒の８割以上
もったとの回答を得ることを目指す。また、学習意欲が向上したとの項目、学習内容が理解できたとの項
の５割以上から肯定的な回答を得ることを目指す。
③先進的な科学技術や理科、数学に関する学習機会の充実
ａ．スーパーサイエンスハイスクールにおける活動の支援
　イ．機構は、事業関係者に対しアンケート調査を行い、回答者の８割以上から、科学技術に関する興味
せるための取組みを実践する上で有効な支援が得られたとの回答を得ることを目指す。
　ロ．機構は、事業関係者に対しアンケート調査を行い、回答者の８割以上から、機構が提供した優れた
みの立案や実施に有効であったとの回答を得ることを目指す。
　ハ．機構は、取組みを実施した指定校生徒に対しアンケート調査を行い、回答生徒の６割以上から、科
が向上したとの肯定的な回答を得ることを目指す。

ｂ．国際科学技術コンテストへの参加支援
　イ．コンテスト実施機関に対しアンケート調査を実施し、回答者の８割以上から、実施機関のコンテスト運
あったとの回答を得ることを目指す。
　ロ．多くの児童・生徒が国際的な科学技術や理科、数学のコンテストへの参加を通じて、科学技術等へ
きるよう、機構が支援を行う国内の教科系科学技術コンテストへの参加者総数を、中期目標の最終年度
とを目指す。
④科学技術や理科、数学（算数）に関する教員研修の充実
　イ．機構は、事業関係者に対し、実施した研修についてアンケート調査を実施し、回答者の８割以上か
とができたとの回答を得ることを目指す。
　ロ．機構は、本事業の研修に参加した教員の指導力の向上についてアンケート調査を実施し、回答教
で活かすことができる成果を得たとの回答を得ることを目指す。

５．科学技術に関する知識の普及、国民の関心・理解の増進
（１）科学技術に関する学習の支援
①外部人材を活用した小学校における理科学習の充実
　イ．機構は、本事業実施校の児童に対し、外部人材を活用した理科授業に関するアンケート調査を実
ら、授業内容に興味を持ったとの回答を得ることを目指す。また、理科についての学習意欲の向上に関
理解に関する項目について、回答児童の６割以上から肯定的な回答を得ることを目指す。
　ロ．機構は、本事業実施校の教員に対し、外部人材を活用したことによる授業に関するアンケート調査
する項目及び指導力の向上に関する項目について、回答教員の６割以上から肯定的な回答を得ること



15 中期計画期間における特筆すべき研究あるいは業務の成果

　第１期中期計画期間において、当機構は、科学技術創造立国の実現を目指し、我が国における科学
機関として、社会経済発展の原動力となる知の創造とその活用を目的とし、科学技術の総合的な振興を
果を上げた。
●新技術の創出に資する研究、新技術の企業化開発、研究開発に係る交流・支援
【定量的な成果】
　・海外を上回る水準で効率的に研究成果を創出
　　　→戦略的創造研究推進事業では、1論文あたりの被引用回数が日本全体の1.3～4.4倍。米国と比
    も約７割の分野で優位性が見られる
　・所有特許等（海外含む）：12,804件
　・企業化開発及びライセンス企業数:376社（15～18年度）
　・実施料:36億円（15～18年度）
　　　→実施料率3%で換算すると約1,204億円の売上（市場効果）
　・海外特許出願支援：4,128件（15～18年度）
　・大学等で産学連携に携わる実務者用に目利き人材育成研修を実施。延べ約1,800名が受講（15～1
　・18年度に大学等の研究成果と企業等のニーズのマッチングの機会として大学見本市を開催。来場者
　　39,650名、参加大学114大学、展示数366件。共同研究開発等、具体的に話が進展した事例は462件
【具体的な成果例】
　・アルツハイマー病等の治療につながる脳の神経細胞の再生
　・次世代光通信技術で利用が期待されるフォトニック結晶(超高速・大容量・小型化)の合成
　・分子種(アイソトポマー)を用いた地球温暖化ガスの新計測手法の日本から世界への提案
　・ナノマシンの開発に期待される鞭毛モーターの解析
　・インフルエンザウィルスが遺伝子を取り込む仕組みを解明
　（新規抗ウィルス薬、生ワクチン等先進医療への応用に期待）
　・皮膚細胞から万能幹細胞の誘導に成功
　・カーボンナノチューブのゲル状複合体の開発に成功、成型加工性を大幅改善
　・大画面柔軟ディスプレイなど次世代透明電子デバイスの基盤となる透明酸化物半導体材料の開発
　・生命体の細胞内部の構造を保つ新たな仕組みを発見
　・DNAの分解異常による慢性関節リウマチ発症に関する知見
　・光アイソレータと光通信用半導体レーザの一体集積化に初めて成功
　・上皮細胞間バリアー形成と物質透過制御メカニズムを分子レベルで解明
　・固体中の電子の結晶化によって起こる特異な伝導現象を発見
　・電子一個の動きを捉えることに成功、単電子電流計を実現
　・テラヘルツ波の光の粒を捕らえて画像化することに成功
　・生殖細胞で染色体を半数化するうえで鍵となるタンパク質Moa1を発見
　・核スピン量子コンピュータに向けた核スピンの精密制御に成功
　・シクロフィリンＤの関与する細胞死のメカニズムの解明
　・固体電解質中での金属原子移動を利用したスイッチにより半導体回路の組み替え動作を実現
　・生殖細胞で染色体を半数化するうえで鍵となるタンパク質を発見
　・次世代地震ハザードマップの作成により地方自治体の防災政策策定の支援などを実施

Ⅱ業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
２．事業費及び一般管理費の効率化
　イ．管理的経費の節減及び以下の事項を含む業務の効率化を進め、一般管理費（人件費を含み、公
期目標期間中にその15％以上を削減するほか、文献情報提供業務以外の業務に係る事業費（競争的
目標期間中、毎事業年度につき１％以上の業務の効率化を行う。競争的資金についても、研究課題の
見直しを行い、業務の効率化に努める。また、文献情報提供業務についても、効率的な業務運営に努め

３．人件費の抑制
　イ．国家公務員の給与水準との差について縮減に努め、常勤の役職員に係る人件費（退職手当、福利
より雇用される任期付職員に係る人件費を除く。）については、平成23年度において、平成17年度と比較
（ただし、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分については削減対象より除く。）
　ロ．常勤職員（任期に定めのない職員）の人件費削減について、平成18年度より平成23年度の間にお
で協議し実行可能なものから順次実施する。
① 本給表の水準を全体として平均4.8％引下げ



１６　平成１８年度における支出の概要 引き続き調査中

１７　行政組織から独立行政法人への再就職 引き続き調査中

１８　独立行政法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

１９　出資法人一覧 引き続き調査中

　（１）有価証券　（２）固定資産 引き続き調査中

●科学技術情報の流通促進
【定量的な成果】
　・電子ジャーナル化に440以上の国内学協会が参加。600誌以上の学協会誌が利用。(J-STAGE)
　・年間670万件以上の電子論文がダウンロード。うち約60%は海外からのアクセス。(J-STAGE)
　・J-STAGE利用ジャーナルのインパクトファクターが上昇。（J-STAGE）
　・累計約2,500万件(18年度末)の世界最大級の文献情報データベースを構築。科学技術系有償データ
    スでは利用度日本一。18年度の利用者数11,677アカウント、利用件数2,961万件。(JOIS、JDream)
  ・国内の研究者（約２０万人）、大学・公的研究機関（約2,200機関）等の情報を収録した国内唯一最大
    タベースを構築し、産学連携、人的交流に広く利用（ReaD）

●科学技術に関する知識の普及、国民の関心・理解の増進
【定量的な成果】
　・サイエンスチャンネルは延べ約1,000万件のインターネット視聴（15～18年度）。国内外の科学技術映
    において優秀賞を受賞する等、質の高い作品を開発・提供
　・科学技術・理科教育用デジタルコンテンツ利用登録教員が約2.4万人に（18年度末現在）。
　・日本科学未来館は年間７０万人を超す来館者。開館以来着実に増加
【具体的な成果】
　・スーパーサイエンスハイスクール事業が中等教育段階における科学技術や理数に対する意欲・能力
　　取組のモデル的存在に。また、高大連携による特別学科の創設等が大学教育改革へ波及

２０　平成１８年度における売却資産等の概要
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